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Ｅ：取組の普及・展開
【参考指標】

チームとやまし参加チーム数（再掲） 1,470チーム

チームとやまし参加者数（再掲） 27,318人

3R推進スクール実施率 39%

（特記事項）
・公共交通機関利用を促す「おでかけ定期券」の1日平均利用者数は前年度に引き続き、増加傾向にある。また、
歩くライフスタイル推進のための「とほ活アプリ」ユーザー数も増加した。
・実際のリサイクル製品やごみ収集車にも触れることができる「3R推進スクール」では、市内の保育所（園）・幼稚園
や小学校の子ども達を対象に3R（リデュース・リユース・リサイクル）の意義や実施することの大切さなどの講義を
行った。
・交通環境学習「のりもの語り教育」においては、引き続き、小学生向けの教材を作成すると同時に、教員向けの
「富山市のりもの語り教育推進者育成研修会」を開催した。
・SDGs-ESD推進事業として、八尾小学校がユネスコスクールへの加盟を申請した。また、SDGs-ESD富山シンポジ
ウムの参加対象を令和3年度より市内全小中学校に拡大しており、令和4年度は、オンライン参加と集合参加を交
えた形式での児童・生徒間の意見交換会を開催した。

5
おでかけ定期券の1日平均利用者数（再掲） 2,051人 とほ活アプリユーザー数 16,922人

(令和４年度の取組の評価する点とそれを踏まえた令和５年度以降に向けた課題）
・中心市街地のコンパクトなまちづくり整備及び交通関連の整備によるまちづくりは依然として先駆的であり、全国
の地方都市の目指すかたちであると思料する。中心市街地における人口増加、地価上昇の実績や、各種データの
収集や分析結果からも活動の有効性が証明されている。今後もコンパクトシティを基盤とした脱炭素へのチャレン
ジに期待する。
・多彩な取り組みをバランス良く推進することで、温室効果ガス排出削減に取り組んでおり、高く評価できる。具体的
には、市民総参加型のプロジェクト「チームとやまし」の推進、LRT（Light Rail Transit＝軽量軌道交通）を導入したこ
とによるバス運行の削減、小水力、バイオガス、バイオ燃料等の導入への取組、ZEH（Net Zero Energy House＝エ
ネルギー収支をゼロ以下にする住宅）補助金の導入、歩くライフスタイル推進のための「とほ活アプリ」ユーザの拡
大等の活動が目を引く。これらの取組の継続的な推進を期待する。
・富山駅周辺の整備工事完了に伴い、LRT導入によるコンパクトシティ化の政策効果把握を本格化させるなど、独
自性に富む政策を着実に推進しており評価できる。
・チームとやましなど積極的な市民参加のアウトリーチが進んでおり評価できる。
・森林整備による温室効果ガス吸収量が着実に増加しており評価できる。
・環境モデル都市とカーボンニュートラルの観点から、地方創生・復興を実現する先導モデルとしての役割を期待す
る。
・コロナ禍が明け活動が復旧し始めると、温室効果ガスの排出量が増える可能性があるという点に留意して、今後
の施策の実施を期待する。
・特に、経済活動の回復下での産業部門・業務部門において、脱炭素の取組の検討と行動の推進を期待する。
・前市長時代から環境モデル都市として存在感が大きく、コンパクトシティとして人を集中させながら、遊び心もある
事業を推進している点が興味深い。新市長も同様の考えで取組を推進しているため期待度が大きい。これまでの
流れを引き継ぎ、取組を加速することを期待する。
・高齢者の居住安定の施策には、地域優良賃貸住宅供給以外にも多様な手段が考えられるため、広い視野から高
齢者の居住安定に取り組むことを期待する。
・空き家の有効活用は情報提供だけではなく、積極的な地域における魅力のプロデュースも必要となるため、総合
的な対応を期待する。
・様式１においては温室効果ガス排出の削減量、吸収量ともに増加しているにも関わらず、様式３においては温室
効果ガス排出総量が増加しているため、計画のカバレッジについて検討が必要と思料する。温室効果ガス排出総
量の増加について、水準からみてコロナ禍明けの経済活動の回復によるものという解釈に違和感はないが、その
場合、LRTの整備を所与として、中長期的に温室効果ガス排出量の削減をどのように進めていくのか戦略の提示
が必要と思料する。
・LRTの利用促進、下水熱ヒートポンプ整備等新たな事業に積極的に取り組んでいる点は評価できる。他方で、取
組の定量的な効果が見えないため、事業と成果について説明が必要と思料する。
・様式２の「まちなか及び公共交通沿線の共同住宅における断熱性能基準の引き上げ」について、進捗状況は「検
討・実施せず」だが、「計画との比較」がa評価となっている。検討のうえ、実施しない方がよいと判断して断熱性能
基準の引き上げを実施しなかったという意味なのか。そうではなく検討自体を行わなかったという意味なのか。後者
の場合、a評価は適切ではないと思料する。
→「まちなか及び公共交通沿線の共同住宅における断熱性能基準の引き上げ」について令和３年度時点ですで
に、まちなか及び公共交通沿線の共同住宅への補助金の要件として断熱性能基準の引き上げを行っており、a評
価としている。この点については、資料にも追記する。

のりもの語り教育の実施小学校数 61校

環境配慮型ボートによる学習支援船運航社会実験　乗船者数 53,437人

752人増（前年比1.03倍）


